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特別養護老人ホーム真愛あらたホーム 

介護福祉施設サービス運営規程 

 

（事業目的） 

第１条 社会福祉法人イエス団が設置する特別養護老人ホーム真愛あらたホーム（以下「施

設」という）は、介護保険法令に従い、利用者がその有する能力に応じ可能な限り自立した

日常生活を営むことができるように支援することを目的として、利用者に日常生活を営むた

め必要な居室および共用施設、介護福祉施設サービスを提供する。 

 

（運営の方針） 

第２条 

（１） 老人福祉法の理念を尊重し、介護保険法を守ります。 

（２） 施設を利用者の生活の場とし、介護にあたっては、利用者の主体性を大切にします。 

（３） 地域高齢者のための専門的社会資源であることを自覚し、地域福祉を支えます。 

 

 （事業所の名称及び所在地等） 

第３条 事業を行う事業所の名称及び所在地は次のとおりとします。 

（１）名 称  特別養護老人ホーム 真愛あらたホーム 

（２）所在地  神戸市兵庫区荒田町 3丁目 47番 1号 

 

（職員の職種、員数、及び職務内容） 

第４条 ホームに勤務する職種、員数、及び職務内容は次のとおりとします。 

① 管理者  松浦 慎介 

管理者は、真愛あらたホームの職員の管理及び業務の管理を行います。 

② 医 師 2人（嘱託医 2人） 

入所者の診療・健康管理及び保健衛生指導を行います。 

③ サービス提供者（併設ｼｮｰﾄを含む） 

職  種 人   数 職  務  内  容  

生活相談員 ・常勤 2名 入所者の生活相談、苦情への対応、処遇の企画や

実施等を行います。 

 

看護職員 ・常勤  4名 

・非常勤 3名 

入所者の保健衛生管理及び看護業務を行います。 

・利用者の救急安全に関すること 

 

 (6 名は機能訓練指導

員と兼務) 

・利用者の健康管理に関すること  

  ・日常動作訓練の指導に関すること  

  ・衛生材料の保管、使用に関すること  

  ・嘱託医との連絡調整に関すること  

介護職員 ・常勤  54名 

・非常勤  7名 

入所者の日常生活全般にわたる介護業務を行い

ます。 

・施設サービス計画の実行・評価に関すること 

 

  ・介護プログラムの企画・実施に関すること  
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  ・食事・入浴・排泄・整容等に関すること 

・消耗品の保管、使用 

 

介護支援 

専門員 

・常勤 2名 

 

・利用者に関わる施設サービス介護計画の作成等に

関すること 

 

管理栄養士 ・常勤  1名 

 

・入居者の栄養管理に対する栄養指導等に関するこ

と。 

 

機能訓練指

導員 

・常勤  3名 

・非常勤 3名 

・日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止す

るための訓練指導、助言を行います。 

 

 

（利用定員） 

第５条 定員 110名 ／ ユニット数：12 （ﾕﾆｯﾄ定員 9 10 ﾕﾆｯﾄ・定員 10名 2 ﾕﾆｯﾄ） 

（施設サービスの内容及び利用料等） 

第６条 介護サービスの内容は次のとおりとする。 

 介護にあたっては利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立支援と日常生活の充実に資す 

るよう、適切な知識・技術・精神を持って行う。 

①入浴・清拭・排泄援助、おむつ交換、離床、着替え、整容、その他日常生活上の世話 

 ②食事の提供 

 ③機能訓練 

 ④健康管理 

 ⑤相談援助 

 ⑥その他のサービス（レクレーションサービス等） 

２ 施設サービスを提供した場合の利用額は、厚生労働大臣が定める基準によるものとし、

当該施設サービスが法定代理受領サービスであるときはその 1割から３割の額とする。 

（厚生労働大臣が定める基準〔＝介護報酬告示〕は、事業所の見やすい場所に掲示する） 

３ 前項の支払いを受ける額の他、次の各号に掲げる費用の額の支払いを利用者から受け取

るものとする。 

①食費    ＊ 重要事項説明書に記載の通り。 

②居住費 

 ③法定代理受領サービスに該当しない介護サービスを提供した際の費用 

４ 前項の費用の額にかかわるサービスの提供にあたっては、あらかじめ利用者またはその 

家族に対して当該サービスの内容、及び費用については説明を行い、利用者の同意を得

るものとする。 

 

（サービス利用にあたっての留意事項） 

第 7条 利用者とその家族は、施設サービスの利用にあたっては、医師の診断や日常生活上

の留意事項、契約締結後、心身の状況に応じたサービスの提供を受けるように留意する。 

２ 居室への持込みは、ベッド周りに置ける範囲の家具、電化製品、衣類日常生活品とする。 

３ 面会は、7：00～21：00とし、来訪者は必ず面会者名簿に氏名と面会先等を記入する。 

４ 外出、外泊の場合は、2日前に施設に届出を行う。 

  但し、緊急やむを得ない場合は当日の届出を行うこと。 

５ 1日の全食が不要な場合は、前日までに施設に届出を行う。 

  前日までに申し出があった場合には、別紙重要事項説明書に定められている「食費」は 

  減免される。 
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６ 居室及び共用施設、敷地はその本来の用途に従って利用すること。 

  施設設備を破損、汚染した場合、契約者の自己負担により原状回復又は相当の代価を 

  負担していただく場合がある。 

７ 当施設の職員や契約者に対し、宗教活動、政治活動、営利活動を行うことはできない。 

８ 病状急変時・事故発生時の場合は、速やかに協力医療機関等に受診するとともに、 

ご家族、身元引受人へ連絡を行う。 

９ 決められた場所以外での喫煙はできない。 

10 施設の留意事項は別紙重要事項説明書を参照のこと。 

 

（緊急時の対応） 

第８条 ホームの職員が現施設サービスの提供を行っている時に利用者に病状の急変が生

じた場合、その他必要な場合は、速やかに主治医又はあらかじめホームの定めた協力病院

への連絡を行う等の措置を講ずるとともに、施設長に報告しなければならない。 

２ 利用者に対する施設サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠

償を速やかに行うものとする。 

 

（食中毒及び感染症対策） 

第９条 ホームにおける感染症又は食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討す

る感染症予防・対策委員会を月１回定期的に開催し、その結果について介護職員その他の

従業者に周知徹底を図る。 

２ ホームにおける感染症又は食中毒の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。 

３ ホームにおける感染症又は食中毒の予防及びまん延の防止のための研修を定期的に実

施する。 

４ ホームにおける感染症又は食中毒が疑われている際は、速やかに施設長に報告し、施設

長は必要な指示を行う。また医師及び看護師は施設内において速やかな対応を行うととも

に、有症者の症状に応じ、協力病院をはじめとする医療機関等との連携を図る。あわせて、

有症者の状況やそれぞれに講じた措置等を記録し、施設長は神戸市及び保健所に迅速に報

告し、指示を求める等の措置を講ずる。なお、ホームはその原因の究明に資するため、当

該患者の診察医と連携の上、血液・便・吐物等の検体を確保するように努める。 

 

（事故発生時の対応） 

第 10条 事故が発生した時、またはそれに至る危険性がある事態が生じた時には、「利用者

事故急変等報告書」及び「ヒヤリハット情報提供シート」により当該事実が報告され、そ

の分析を通じた改善策を従事者に周知徹底させる。 

２ 事故発生防止委員会及び介護職その他の従業者に対する研修を定期的に行う。 

３ 以上の報告の方法等が記載された事故発生防止のための指針を整備する。 

 

（褥瘡防止対策） 

第 11条 介護を行う際に褥瘡が発生しないよう適切な介護を行うとともに、その発生を防

止するための体制を整備する。 
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（非常災害対策） 

第 12条 防火管理者 1名を専任し、別途定める「真愛あらたホーム 消防計画」に沿い、

夜間及び昼間を想定した避難・救出訓練を年 2回実施する。 

 

（記録の整備） 

第 13条 施設は、職員・設備及び会計に関する諸記録を整備する。 

２ 施設は、入居者に対する施設サービスの提供に関する諸記録を整備し、その完結の日か

ら 5年間保存する。 

 

（個人情報の取り扱い） 

第 14条 個人情報の取り扱いについては、別に定める「個人情報保護規程」に従って対処

するものとする。 

 

（苦情処理） 

第 15条 苦情処理については、別に定める「苦情解決の仕組みに関する規程」に従って対

処するものとする。 

 

（その他運営に関する重要事項） 

第 16条 ホームは、社会的使命を充分認識し、職員の質の向上を図るため、研究、研修の

機会を設け、また業務体制を整備する。 

２ ホームにおける職員は、業務上知り得た利用者又は、その家族の秘密を保持する。 

３ 職員であった者に、業務上知り得た利用者又は、その家族の秘密を保持するべき旨を、 

職員との雇用契約の内容とする。 

４ この規定に定める事項外、運営に関する重要事項は別紙説明書に定めるものとする。 

 

（虐待防止対策） 

第 17 条 施設は、虐待の発生またはその再発を防止するため、次にあげる措置を講じるも

のとする。 

２ 施設における虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、

その結果について従事者に周知徹底させる。 

３ 介護職員その他の従業者に対する虐待防止のための研修を定期的（年 2回以上）に行う。 

４ 虐待の防止のための指針を整備する。 

５ 上記の措置を適切に実施するための担当者をおく。 

 

 

 

 

附則 

この規程は、2020年 6月 1日から施行する。 

2020年 8月 1日から改定する。 

2022年 11月 10日から改定する。 

2024年 4月 1日から改定する。 

 

  


